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議員提案政策条例の規定による施策等の実施状況及び成果に関する報告書 

 

１ 条例の基本事項 

条例の名称 茨城県犯罪被害者等支援条例 

担当課（室） 生活文化課安全なまちづくり推進室 公布日 令和４年３月 29日 

報告の根拠 茨城県犯罪被害者等支援条例第 18条 
 

２ 条例の概要・施策体系図・推進体制等 

（１）条例の概要・施策体系図  
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（２）推進体制 

○茨城県犯罪被害者等支援条例の推進体制 

 

 

（３）条例制定後の主な取組 

１ 基本計画、指針等の策定状況 

  茨城県犯罪被害者等支援計画 

茨城県犯罪被害者等支援条例第８条に基づき、学識経験者、医師、県議会議員等８

名で構成する茨城県犯罪被害者等支援施策検討委員会を設置したうえで、令和５年３

月 28日に「茨城県犯罪被害者等支援計画」を策定。 

＜概要＞ 

○計画期間 

令和５年（2023年）度から令和９年（2027年）度まで（５年間） 

   ○内容 

①支援等のための体制整備、②精神的・身体的被害の回復・防止、③損害回復・経済的支

援、④犯罪被害者等を支える地域社会の形成について、県が取り組む施策を明示。 

    

２ 犯罪被害者等支援及び性暴力被害者支援に関する認知度調査 

  犯罪被害者等支援の取組の進捗を判断するため、支援計画において、指標を設定し

た上で、それぞれの認知度を調査。 

指標 
令和４年度 
(2022年度) 

【計画策定時】 

令和５年度 
(2023年度) 

令和６年度 
（2024年度） 

茨城県犯罪被害者等支援条例の認知度 6.9％ 11.6％ 17.5% 

いばらき被害者支援センターの認知度 9.7％ 17.2％ 20.7% 

性暴力・性犯罪相談窓口の認知度 7.5％ 14.3％ 23.1% 
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３ 多機関ワンストップ支援体制の充実及び強化 

県、県警及びいばらき被害者支援センターの３者のどこにアクセスしても必要な支

援を途切れなく受けることができるワンストップ支援体制を構築しており、さらに、

より多くの支援機関と連携できるよう体制強化を図った。 

  

        ＜～令和５年度＞               ＜令和６年度～＞ 
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３ 条例の規定による事業等の実施状況及び成果並びに今後の取組 

（１）犯罪被害者等支援施策に係る総合的な情報提供 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

犯罪被害者等支
援施策に係る総
合的な情報提供 

県 ○SNSやホームページ、県広報紙により条例や
相談窓口の広報啓発を実施。 

○犯罪被害者支援に係る相談窓口や二次的被
害、条例に関する啓発動画を８本作成し、SNS
やホームページでの広報啓発を実施。 

○犯罪被害者等支援関係条例及び犯罪被害者
等支援に関する各種相談窓口を記載したポ
スターを制作し、県内小学校、JR等の駅へ配
布。 

○犯罪被害者支援に関する認知度調査を実施。 
・延べ 119万人を対象に広報啓発を兼ねて実
施し、85,336人から有効回答あり。 

［認知度実績］ 
・茨城県犯罪被害者等支援条例の認知度：17.5％ 
・いばらき被害者支援センターの認知度：20.7% 
・性犯罪・性暴力被害相談窓口の認知度：23.1％ 

     (生活文化課) 

309 

【今後の取組】 
犯罪被害者等支
援施策に係る総
合的な情報提供 

県 
○上記に同じ 628 

 
（２）いばらき被害者支援センターにおける相談・支援 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

いばらき被害者支
援センターにおけ
る相談・支援 

いばらき
被害者支
援センタ
ー 

○いばらき被害者支援センターにおいて、電話
や面接による相談、病院への付き添い支援等
の支援を適切に実施。 

［対応件数］ 
 電話相談 557 件、面接相談 84 件 

メール相談０件、病院への付き添い支援等 172 件 
（警務課） 

3,250 

【今後の取組】 
いばらき被害者支
援センターにおけ
る相談・支援 

いばらき
被害者支
援センタ
ー 

○上記に同じ 3,250 

 
（３）性暴力被害者サポートネットワーク茨城における相談・支援 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城におけ
る相談・支援 

いばらき
被害者支
援センタ
ー 

○ワンストップ支援窓口（いばらき被害者支援
センター）において、電話や面接による相談、
病院への付き添い支援等を適切に実施。 

［対応件数］ 
 電話相談 575 件、面接相談 20 件 

メール相談 28 件、病院への付き添い支援等 12 件 
（生活文化課） 

7,611 

【今後の取組】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城におけ
る相談・支援 

いばらき
被害者支
援センタ
ー 

○上記に同じ 7,879 
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（４）犯罪被害者相談窓口による相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
犯罪被害者相談
窓口による相談 

県 ○相談に対する助言や必要な支援施策の情報
提供、適切な各種相談窓口の紹介を実施し
た。 

［相談件数］ 電話相談 20件           
(生活文化課) 

48 

【今後の取組】 
犯罪被害者相談
窓口による相談 

県 

○上記に同じ 48 

 

（５）警察における各種相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
警察における各
種相談 

県 ○警察相談専用電話(#9110)、性犯罪被害相談
「勇気の電話」(#8103)、少年相談コーナー、
女性専用相談電話、ちかん等被害相談所等の
相談窓口を設置し、各種相談や支援を実施。 

○各種イベントや SNS、市町村広報紙を活用し、
県民に対して相談窓口や犯罪被害者等支援
に関する広報啓発活動を実施。  
(警務課、県民安心センター、人身安全少年課、地域課) 

83 

【今後の取組】 
警察における各
種相談 

県 
○上記に同じ 66 

 

（６）茨城県弁護士会との連携による早期被害者支援（法律相談） 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

茨城県弁護士会
との連携による
早期被害者支援
（法律相談） 

県 ○茨城県弁護士会との連携により、犯罪被害者
等へ早期に弁護士を紹介した。 
[対応件数] ９件 

 (警務課) 
－ 

【今後の取組】 
茨城県弁護士会
との連携による
早期被害者支援
（法律相談） 

県 ○県警から弁護士会へ、事前連絡するなど綿密
な連絡体制を確保し、より早期の支援の実施
を目指す。 － 
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（７）女性相談センターにおける相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

女性相談センタ
ーにおける相談 

県 ○被害女性等から電話や来所にて相談を受け
付け、適宜助言や支援、他の相談機関に関す
る情報提供を適切に行った。 
[相談件数] 
 延べ 5,671 件（うち、DV に関する相談 888 件） 

(青少年家庭課) 

14,762 

【今後の取組】 
女性相談センタ
ーにおける相談 

県 ○適切な相談対応を継続するとともに、相談者
の潜在的ニーズの把握に努め、相談支援体制
の拡充を図る。 

○相談窓口の認知度向上のため、引き続き広報
啓発に努める。 

14,226 

 
 

（８）いばらき虐待ホットライン（HL）による相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

いばらき虐待ホ
ットライン（HL）
による相談 

県 ○いばらき虐待ホットライン（HL）による児童
虐待に対する通告受理と相談対応を適切に
行った。 
[相談件数] 
HL：相談・通告 2,846件 

（うち、虐待相談・通告 1,834件） 
SNS：464件 

 (青少年家庭課) 

28,594 

【今後の取組】 
いばらき虐待ホ
ットライン（HL）
による相談 

県 ○児童虐待に 24 時間・365 日体制で対応する
ために、電話による相談体制を継続し、児童
虐待に関する相談や通告の受理を行う。 

○若年層でも気軽に相談できるよう、SNSを活
用した相談を行う。 

28,594 

 

（９）交通事故相談所における相談、無料弁護士相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

交通事故相談所
における相談、
無料弁護士相談 

県 ○交通事故相談員や弁護士により的確な対応
が実施された。 
[相談件数] 
・中央/鹿行 
相談受理：278件 弁護士相談：42件 

・県南 
相談受理：141件 弁護士相談：26件 

・県西 
相談受理：81件 弁護士相談：13件 

            (生活文化課) 

16,481 

【今後の取組】 
交通事故相談所
における相談、
無料弁護士相談 

県 ○交通事故の被害者等の損害賠償請求や示談
などの様々な相談に対し、交通事故相談員や
弁護士が的確に対応する。 15,463 
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（10）いばらき労働相談センターにおける相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
いばらき労働相
談センターにお
ける相談 

県 ○いばらき労働相談センター及び県内２市で
開催した出張相談会において、労働条件や賃
金不払いなどの労働相談を実施。          

  (労働政策課) 

11,629 

【今後の取組】 
いばらき労働相
談センターにお
ける相談 

県 ○いばらき労働相談センター及び県内１市で
開催する出張相談会において、労働条件や賃
金不払いなどの労働相談を実施。 11,902 

 

（11）いばらき就職支援センターにおける就職相談・職業紹介 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
いばらき就職支
援センターにお
ける就職相談・
職業紹介 

県 ○いばらき就職支援センターにおいて、就職相
談、職業紹介、適正診断等の職業支援サービ
スを適切に行った。 

     (労働政策課) 
203,982 

【今後の取組】 
いばらき就職支
援センターにお
ける就職相談・
職業紹介 

県 

○上記に同じ 177,596 

 

（12）保健所における精神保健相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

保健所における
精神保健相談 

県 ○精神科医や保健師による適切なアドバイス
や、支援先の紹介等により、個々のケースに
応じた支援や社会復帰の促進を図った。 

［相談件数］ 
・面接相談  ：796件 
・電話相談  ：5,570件 
・メール相談：82件 

 (障害福祉課) 

2,535 

保健所における
精神保健相談 

県 ○上記に同じ 3,380 
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（13）精神保健福祉センターにおける相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
精神保健福祉セ
ンターにおける
相談 

県 ○専門職の相談員による適切なアドバイスに
より、個々のケースに応じた支援やメンタ
ルヘルスの保持・増進を図った。 
［相談件数］212件 

  (障害福祉課) 

3,968 

精神保健福祉セ
ンターにおける
相談 

県 
○上記に同じ 3,723 

 
 

（14）こころの SNS相談＠いばらきによる相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
こころの SNS 相
談＠いばらきに
よる相談 

県 ○LINE になじみがある若い世代の心のケアが
できた。また、周囲の人には話しづらい悩み
や問題に対して、相談に応じた。 
［相談件数］3,509件 
                     (障害福祉課) 

25,839 

【今後の取組】 
こころの SNS 相
談＠いばらきに
よる相談 

県 

○上記に同じ 25,949 

 

（15）いばらきこころのホットラインによる相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
いばらきこころ
のホットライン
による相談 

県 ○公認心理師や精神保健福祉士等の専門職の
相談員が適切なアドバイスや支援先の情報
を紹介することにより、自殺防止や心のケア
を図った。 
[相談件数］10,217件 

(障害福祉課) 

12,553 

【今後の取組】 
いばらきこころ
のホットライン
による相談 

県 

○上記に同じ 12,549 
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（16）刑事手続等に関する情報提供 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
刑事手続等に関
する情報提供 

県 ○「被害者の手引」を作成し、犯罪被害者等へ
配布。 

○人身安全関連事案に関するリーフレット、小
冊子を作成し、人身安全関連事案の相談者に
対し、刑事手続き等の説明を実施。 

○少年事件及び福祉犯被害児童の保護者に対
し、パンフレットを配布し、刑事手続き等の
説明を実施。 

 (刑事総務課、人身安全少年課、警務課) 

764 

【今後の取組】 
刑事手続等に関
する情報提供 

県 
○上記に同じ 805 

 

（17）捜査状況に関する情報提供 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
捜査状況に関す
る情報提供 

県 ○制度を適切・確実に運用し、被害者等へ漏れ
のない連絡を行った。 

○職員に対する研修や各署に対する業務監察、
犯罪被害者支援講習会の聴講により、警察職
員のスキルアップを図った。 

(刑事総務課、交通指導課、警務課) 

－ 

【今後の取組】 
捜査状況に関す
る情報提供 

県 
○上記に同じ － 

  
 

（18）犯罪被害者支援室によるカウンセリング及び相談 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
犯罪被害者支援室
によるカウンセリ
ング及び相談 

県 〇被害者等のニーズに応じた方法により、公認
心理師等による適切なカウンセリング、相談
対応を実施した。 

［対応状況］ 
 事件数：33事件 人数：48名 回数：129回 

              (警務課) 

－ 

【今後の取組】 
犯罪被害者支援室
によるカウンセリ
ング及び相談 

県 

○上記に同じ － 
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（19）スクールカウンセラーの配置・派遣 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

スクールカウン

セラーの配置・

派遣 

県 ○スクールカウンセラーを全ての公立小中高

等学校等に配置し、児童生徒のいじめ、暴力

行為などの問題行動等や不登校の未然防止、

早期発見、早期対応を図るなど、教育相談体

制の充実を図った。 

[スクールカウンセラー配置状況] 

（義務） 

年間 35回、週１回（１回あたり７時間） 

 拠点校方式：小学校 431校、中学校 201校、

義務教育学校 16校、特別支援学校１校 

（高校） 

学校の実態に応じて、年間 32回、29回、25

回、20回、15回のいずれか 

 配置校方式：高校 73校（県立中学校 10校含

む）、中等教育学校２校 

(義務教育課、高校教育課、特別支援教育課) 

251,705  

(義務教育課) 

48,577 

(高校教育課) 

217 

(特別支援教育課) 

○スクールカウンセラーを配置する私立学校

に対し「経常費補助金（特別分）」の増額措

置を実施し、支援体制の充実を促した。 

［スクールカウンセラー配置校数］ 

高等学校：26/27校 中等教育学校：3/3校 

 中学校：8/10校    小学校：5/7校 

(私学振興室) 

64,774 

 

【今後の取組】 

スクールカウン

セラーの配置・

派遣 

県 ○スクールカウンセラーを全ての公立小中高

等学校等に配置し、児童生徒のいじめ、暴力

行為などの問題行動等や不登校の未然防止、

早期発見、早期対応を図るとともに、スクー

ルカウンセラーアドバイザーを県教育委員

会に配置することで、さらなる教育相談体制

の充実を図る。 

(生徒支援・いじめ対策推進室、特別支援教育課） 

301,099 

 (生徒支援・いじ

め対策推進室） 

217 

(特別支援教育課) 

○上記に同じ 
64,179 

(私学振興室)  
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（20）スクールソーシャルワーカーの派遣 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

スクールソーシ

ャルワーカーの

派遣 

県 ○社会福祉士等の専門性を有するスクールソ

ーシャルワーカーの支援を必要としている

小・中学校、高等学校、市町村教育委員会等

に派遣し、児童生徒が置かれた環境に働きか

けたり、関係機関等とのネットワークを活用

したりして、問題を抱える児童生徒の支援を

適切に行った。 

[スクールソーシャルワーカーの派遣状況] 

派遣校数： 

小学校 67校、中学校 65校、義務教育学校４

校、市立特別支援学校１校、市町村教育委員

会 ４（1,493回） 

県立中学校４校、高等学校 53 校、中等教育

学校２校（428回） 

県立特別支援学校２校（10回） 

スーパーバイザー派遣：53回（義務 51回・

高校 2回） 

(義務教育課、高校教育課、特別支援教育課) 

21,253 

(義務教育課) 

4,284 

(高校教育課) 

145 

(特別支援教育課) 

○スクールソーシャルワーカーを配置する私

立学校に対し「経常費補助金（特別分）」の

増額措置を実施し、環境面の改善や学校と関

係機関とのネットワークの構築を促した。 

［スクールソーシャルワーカー配置校数］ 

高等学校：5/27校 中等教育学校：1/3校 

 中学校：3/10校  小学校：2/7校 

(私学振興室) 

64,774 

 

【今後の取組】 

スクールソーシ

ャルワーカーの

派遣 

県 ○不安や悩みを抱える児童生徒の支援及び福

祉的な視点や手法を用いて学校の問題解決

能力の向上を図るため、社会福祉士等の専門

性を有するスクールソーシャルワーカーを

学校に派遣し、教育相談体制を充実させる。 

○スクールソーシャルワーカーを、ヤングケア

ラーや児童虐待等に関する教職員研修の講

師として活用する。 

(生徒支援・いじめ対策推進室、特別支援教育課） 

26,479 

(生徒支援・いじ

め対策推進室） 

145 

(特別支援教育課)  

○上記に同じ 
64,179 

(私学振興室) 
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（21）スクールロイヤーの派遣 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

スクールロイヤ
ーの派遣 

県 ○公立小中学校、高等学校、市町村教育委員会
等におけるいじめ問題等への対策のため、ス
クールロイヤーを派遣し、法務相談への助言
指導、問題の未然防止のための教職員研修、
いじめの予防教育等を適切に行った。 

 [スクールロイヤーの派遣状況] 

義務教育：予防教育 78 回、教職員研修等 30 回、
法務相談等３回  
派遣回数合計 111回 

高校教育：教職員研修 11 回、法務相談 37 回 
派遣回数合 48 回 

特別支援：法務相談２回 
(義務教育課、高校教育課、特別支援教育課) 

2,520 
(義務教育課) 

880 
(高校教育課) 

220 
(特別支援教育課) 

【今後の取組】 
スクールロイヤ
ーの派遣 

県 ○教職員研修や問題行動等（いじめ問題等）に
係る法的助言や予防教育を行うために、法律
の専門家である弁護士をスクールロイヤー
として、派遣する。 

○スクールロイヤーによるいじめ防止に関す
る教職員研修や児童生徒等を対象とした講
演会を適宜実施する。 
(生徒支援・いじめ対策推進室、特別支援教育課） 

5,005 
(生徒支援・いじ
め対策推進室） 

220 
(特別支援教育課) 

 

（22）教育委員会における相談及び情報提供 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

教育委員会にお

ける相談及び情

報提供 

県 ○児童生徒、保護者及び教員からの相談に応
じ、児童生徒の学習や学校生活に関する悩み
や不安の解消、問題行動等の未然防止と解消
を図るため、教育相談活動の充実を図った。 

〇条例及び相談窓口の理解を深めるチラシを
作成し、チラシを活用した教職員の研修を実
施の上、児童生徒及び保護者に改めて周知し
た。 
［相談件数］ 
子どもホットライン    ：8,881件 
いばらき子ども SNS相談  ：1,720件 
いじめ・体罰解消サポートセンター：    55件 

(義務教育課) 

89,463 

【今後の取組】 

教育委員会にお

ける相談及び情

報提供 

県 

○上記に同じ 
(生徒支援・いじめ対策推進室） 

84,964 
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（23）いばらき被害者支援センター主催の研修に対する支援 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

いばらき被害者
支援センター主
催の研修に対す
る支援 

県 ○いばらき被害者支援センターと連携し、犯罪
被害者支援に関する国の動向や県の施策の
状況に関する講演を実施した。 

 (生活文化課) 
－ 

○支援員養成のため、支援センターからの要請
に応じて、職員を講師として派遣し、「子供
の被害者への支援」や「警察による被害者支
援の内容」、「相談受理要領」などに関する研
修や教養を行った。 

                    (警務課) 

－ 

【今後の取組】 
いばらき被害者
支援センター主
催の研修に対す
る支援 

県 

○上記に同じ 

 － 

－ 

 
（24）市町村の犯罪被害者等支援担当者に対する研修 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

市町村の犯罪被
害者等支援担当
者に対する研修 

県 ○市町村担当者を対象に犯罪被害者等支援担
当者研修会を２回開催し、市町村担当者が被
害者等から相談を受けた際の基礎的な知識、
適切な対応方法の習得など、市町村犯罪被害
者等の担当者のスキル向上を図った。 

           (生活文化課、警務課) 

－ 

【今後の取組】 
市町村の犯罪被
害者等支援担当
者に対する研修 

県 

○上記に同じ － 

 
（25）女性相談支援員や女性支援事業担当者に対する研修  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

女性相談支援員
や女性支援事業
担当者に対する
研修 

県 ○県及び市町村の女性相談員や女性支援事業
担当者を対象とした研修会の開催や外部主
催研修会への参加により、担当者の資質向
上を図った。  

［開催回数］ 
・女性相談センター主催研修会 １回 
・国、関係機関主催研修会への参加 ４回 

          (青少年家庭課) 

 369 

【今後の取組】 
女性相談支援員
や女性支援事業
担当者に対する
研修 

県 

○上記に同じ 376 
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（26）児童相談所、市町村職員等に対する研修 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

児童相談所、市
町村職員等に対
する研修 

県 ○各種研修の開催により、児童相談所や市町村
職員等の資質向上を図った。 

［開催回数］ 
・児童福祉司任用前講習、任用後研修 各１回 
・児童相談所職員階層別研修 10回 
・市町村新任職員研修 １回 
・要保護児童対策調整機関専門職研修 １回 

       (青少年家庭課) 

2,216 

【今後の取組】 
児童相談所、市
町村職員等に対
する研修 

県 

○上記に同じ 1,849 

 
（27）ゲートキーパー指導者養成研修 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

ゲートキーパー
指導者養成研修 

県 ○県精神保健福祉センターにおいて、地域のゲ
ートキーパーの指導者となる保健所及び市
町村等の職員の養成や能力開発のための研
修を実施した。       (障害福祉課) 

114 

【今後の取組】 

ゲートキーパー
指導者養成研修 

県 

○上記に同じ 115 

 
（28）看護学生への教育 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

看護学生への教育 

県 ○運営指導調査の対象となっている民間看護

師等養成所に対し、性暴力等の被害者に対す

る看護について講義が適切に行われている

ことを確認した。           (医療人材課) 

－ 

【今後の取組】 

看護学生への教育 

県 
○上記に同じ － 
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（29）学校内における相談体制の充実、相談対応能力の向上 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

学校内における

相談体制の充

実、相談対応能

力の向上 

県 ○教職員の教育相談に関する研修機会を設け

て、問題等を抱える児童生徒に対し、より良

い支援ができるよう実施した。 

［生徒指導関係加配教員対象研修］ 

・年間２回の開催を通した教職員の研修を実施。 

［ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等を活用した校

内研修会］ 

・ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰによる校内研修の実施率 100％ 

［ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの資質向上のた

めの研修会］ 

・年３回の連絡協議会の開催と情報共有を実施。 

［校内オンライン相談窓口設置の推進］ 

・中学校の設置率 100％（相談：918件） 

・小学校の設置率 93.3％（相談：3,299 件） 

(義務教育課、高校教育課) 

－ 

【今後の取組】 

学校内における

相談体制の充

実、相談対応能

力の向上 

県 

○上記に同じ 

(生徒支援・いじめ対策推進室) 
－ 

 
（30）いばらき被害者支援センターとの連携・協力の強化 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
いばらき被害者
支援センターと
の連携・協力の
強化 

県 ○いばらき被害者支援センターによる中長期
的な支援が必要と認められる犯罪被害者等
に対して、早期にいばらき被害者支援センタ
ーへの情報提供を実施した。 
［情報提供件数］16事件、26名 
○令和６年４月に、被害者が県、県警及びいば
らき被害者支援センターの３者のどこにア
クセスしても必要な支援を途切れなく受け
ることができる多機関と連携したワンスト
ップ支援体制を構築し、支援を実施するとと
もに、犯罪被害者等支援全体の調整機能を強
化するため、コーディネーターの役割を専従
で担う職員を配置し、体制強化を図った。 
［多機関連携対応件数］４件 
○多機関ワンストップ支援体制の充実を図る
ため、市町村が実施可能な支援施策のリスト
化を図った。 

(警務課、生活文化課) 

16 

(警務課) 

701 

(生活文化課) 

【今後の取組】 
いばらき被害者
支援センターと
の連携・協力の
強化 

県 
○上記に同じ 

16 

(警務課) 

○被害者等に提供する支援の充実を図るため、
これまで連携を図れていない支援機関との
連携を図るとともに、当該機関が実施可能な
施策の把握に取り組む。 

－ 

(生活文化課) 

   



16 

 

（31）いばらき被害者支援センターへの財政支援 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

いばらき被害者
支援センターへ
の財政支援 

県 ○いばらき被害者支援センターに対し、運営費
等への財政支援を実施。 

 (警務課) 

3,250 

(警務課) 

○性暴力被害者サポートネットワーク茨城（い
ばらき被害者支援センター）に対し、運営費
や医療費等への財政支援を実施。 

(生活文化課) 

8,141 

(生活文化課) 

【今後の取組】 
いばらき被害者
支援センターへ
の財政支援 

県 

○上記に同じ 

3,250 

(警務課) 

8,239 

(生活文化課) 

 

（32）性暴力被害者サポートネットワーク茨城における連携・協力 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城におけ
る連携・協力 

県 ○いばらき被害者支援センター、県産婦人科
医会、県医師会、茨城県警察、茨城県の５者
による意見交換会を開催し、支援体制の充
実に取り組んだ。 

(生活文化課、警務課) 

8,211 

(生活文化課) 

－ 

(警務課) 

【今後の取組】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城におけ
る連携・協力 

県 

○上記に同じ 

8,479 

(生活文化課) 

－ 

(警務課) 
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（33）医療費等及びカウンセリング費用の公費負担 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

医療費等及びカ
ウンセリング費
用の公費負担 

県 ○犯罪被害者等の精神的・身体的被害の回復、
経済的負担の軽減を図るため、「性犯罪被害
者の緊急避妊等に要する費用や性感染症検
査料等」「身体犯被害者の診断書料、初診料」
「司法解剖を行う際の死体検案書料等」「司
法解剖死体の遺体搬送費」「犯罪被害者等に
かかる一時避難場所確保に要する費用」「犯
罪被害現場のハウスクリーニング費用」「犯
罪被害者等に係るカウンセリング費用」につ
いて公費負担を実施した。 

○緊急避妊薬の適正販売に係る環境整備のた
めの調査事業による緊急避妊薬の購入費に
ついて、公費負担できるよう調整を行った。 

(警務課) 

5,392 

【今後の取組】 
医療費等及びカ
ウンセリング費
用の公費負担 

県 ○制度の運用漏れがないよう、職員向けの教養
を充実させる。 

○医療費等及びカウンセリング費用の公費負
担を実施するとともに、全国の情勢に合わせ
て、新たな公費負担項目の検討を行う。 

5,132 

 

（34）性暴力被害者サポートネットワーク茨城による性暴力被害者にかかる医療費の公費負担 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城による
性暴力被害者に
かかる医療費の
公費負担 

いばらき

被害者支

援センタ

ー 

○精神的・身体的被害の回復、経済的負担の軽
減を図るため、初診料、緊急避妊や人工妊娠
中絶等にかかる処置料、性感染症等検査料、
投薬料、カウンセリング料について公費負担
による支援を実施。 

                          (生活文化課) 

600 

【今後の取組】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城による
性暴力被害者に
かかる医療費の
公費負担 

いばらき

被害者支

援センタ

ー 

○上記に同じ 600 
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（35）被害を受けた児童生徒の保護に関する学校及び児童相談所等の連携 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
被害を受けた児
童生徒の保護に
関する学校及び
児童相談所等の
連携 

県 ○学校が児童相談所等関係機関と適時適切に
連携を図るよう、要保護児童対策地域協議会
教育部会等で意見交換を行い、市町村教育委
員会及び県立学校等に周知や指導助言を行
った。                 (青少年家庭課) 

－ 

○問題を抱える児童生徒の支援について、スク
ールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等の活用を通して適切に対応した。 

○緊急時への対応については、事案の内容を十
分に踏まえ、速やかに派遣、対応ができた。 
 (義務教育課、高校教育課、特別支援教育課) 

－ 

【今後の取組】 
被害を受けた児
童生徒の保護に
関する学校及び
児童相談所等の
連携 

県 
○上記に同じ － 

○上記に同じ 
(生徒支援・いじめ対策推進室、特別支援教育課） 

－ 

 

（36）被害を受けた児童生徒が問題を抱えるに至った場合における継続的支援 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
被害を受けた児
童生徒が問題を
抱えるに至った
場合における継
続的支援 

県 ○問題を抱える児童生徒の支援について、スク
ールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等の活用を通して適切に対応した。 

○緊急時への対応については、事案の内容を十
分に踏まえ、速やかに派遣、対応ができた。 
 (義務教育課、高校教育課、特別支援教育課) 

－ 

○不登校・中途退学防止対策を実施する私立学
校に対し「経常費補助金（特別分）」の増額
措置を実施し、生徒児童が必要とする支援が
受けられるよう環境面の改善を促した。 

［不登校・中途退学防止対策実施校数］ 
 高等学校：25/27校 中等教育学校：3/3校 
 中学校：9/10校    小学校：4/7校 

(私学振興室) 

64,774 

【今後の取組】 
被害を受けた児
童生徒が問題を
抱えるに至った
場合における継
続的支援 

県 ○上記に同じ 
(生徒支援・いじめ対策推進室、特別支援教育課） － 

○上記に同じ 64,179 
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（37）ストーカー・DV 被害者の安全確保や加害者への的確な対応 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
ストーカー・DV
被害者の安全確
保や加害者への
的確な対応 

県 ○ストーカー・DV 被害者等の安全確保を図る
ため、公費負担制度を運用し、被害者等を宿
泊施設に避難させた。 

［公費負担件数］17件 
○ストーカー加害の再発防止のため、ストーカ
ー加害者に対し、治療に向けて積極的な働き
掛けを実施するとともに、精神科病院等と連
携しストーカー加害者の治療を実施した。 
[治療制度対応件数(初診料)]１件 

      (人身安全少年課) 

1,895 

【今後の取組】 
ストーカー・DV
被害者の安全確
保や加害者への
的確な対応 

県 

○上記に同じ 3,784 

 

（38）児童虐待被害者等の一時保護 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
児童虐待被害者
等の一時保護 

県 ○児童虐待の被害者等に対し、児童相談所によ
る一時保護や民間施設等への一時保護委託
を適切に実施した。  

     (青少年家庭課) 

170,345 

【今後の取組】 
児童虐待被害者
等の一時保護 

県 
○上記に同じ 138,690 

 

（39）DV 被害者等の一時保護 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
DV 被害者等の
一時保護 

県 ○配偶者等からの暴力（DV）被害者等に対し、
女性相談センターによる一時保護や民間施
設等への一時保護委託を適切に実施した。 

 ［件数］65件（うち、DVによる保護 41件） 
                    (青少年家庭課) 

63,329 

【今後の取組】 
DV 被害者等の
一時保護 

県 

○上記に同じ 61,830 
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（40）児童虐待の防止及び早期対応 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
児童虐待の防止
及び早期対応 

県 ○令和６年 10 月に令和６年度茨城県要保護児
童対策地域協議会警察部会を開催し、児童相
談所及び各自治体関係機関と連携を図ると
ともに、立ち入り調査、臨検捜索の合同訓練
及び、合同研修を実施した。 

 (人身安全少年課) 

－ 

【今後の取組】 
児童虐待の防止
及び早期対応 

県 ○児童虐待の早期発見、安全確保等に資する教
育訓練を徹底する。 

○児童虐待対策官による児童相談所等関係機
関との連携を図るとともに、合同研修を実施
するなどして、行政による対応力強化を図
る。 

－ 

 

（41）再被害防止措置の推進 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
再被害防止措置
の推進 

県 ○被害者、加害者の状況を確認し、加害者から
さらなる危害を加えられるおそれのある被
害者に緊急発信装置付位置情報発信装置を
貸出す等、再被害防止を図った。 

○再被害防止要綱に基づき、必要に応じて再被
害防止対象者及び加害者の近況確認及び保
護対策を行い、再被害防止対象者に係る確実
な被害防止に向けた措置を講じた。 

       (人身安全少年課) 

1,895 

【今後の取組】 
再被害防止措置
の推進 

県 ○被害者、加害者の状況に応じて、適宜それぞ
れの近況を確認し、再被害の危険性等につい
て継続的に検討する。 

○引き続き、再被害防止対象者の保護に資する
各種施策、取組を推進し、対象者に係る確実
な再被害防止を図る。   （刑事総務課） 

3,784 

  (人身安全少年課) 

 

（42）暴力団による危害の未然防止 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
暴力団による危
害の未然防止 

県 ○保護対象者へ早期に位置情報発信装置の貸
し出しを行い、再被害防止に努めた。 

○巡回教養等を通じて職員へ制度の周知を図
った。 

［運用実績］位置情報発信装置：４台 
          (組織犯罪対策第一課) 

383 

【今後の取組】 
暴力団による危
害の未然防止 

県 
○上記に同じ 383 
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（43）納税関係の申請に対する的確な対応 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
納税関係の申請
に対する的確な
対応 

県 ○DV等支援措置対象者の個人情報の取扱いに
ついて、遺漏のないよう実施した。 

(税務課) － 

【今後の取組】 
納税関係の申請
に対する的確な
対応 

県 

○上記に同じ － 

 

（44）被害直後における居住場所の確保 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
被害直後におけ
る居住場所の確
保 

県 ○緊急避難場所の確保やハウスクリーニング
に要する経費の公費負担を実施するととも
に、公費負担制度について、警察本部・警察
署間の情報共有を図り犯罪被害者等へ漏れ
のない制度教示を行うとともに、早期の制度
運用を図った。 

［緊急避難場所確保件数］３件 
［ハウスクリーニング］ ０件 

 (警務課) 

355 

【今後の取組】 
被害直後におけ
る居住場所の確
保 

県 

○上記に同じ 355 

 

（45）ストーカー・DV 等被害者等への移転費用の公費負担 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
ストーカー・DV
等被害者等への
移転費用の公費
負担 

県 ○人身安全関連事案の被害者の安全確保を図
るため、公費負担制度について丁寧に説明
し、制度を適用して保護対策を実施した。 

［一時避難等に係る公費負担制度］ 17件 
［移転費用の公費負担制度］     １件 

(人身安全少年課) 

1,226 

【今後の取組】 
ストーカー・DV
等被害者等への
移転費用の公費
負担 

県 

○上記に同じ 2,166 
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（46）県営住宅への優先入居等 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
県営住宅への優
先入居等 

県 ○入居申込案内の冊子に定期募集住宅におけ
る入居当選率の優遇制度等についてわかり
やすく記載したことで制度の周知を図り、優
遇措置を的確に実施した。   （住宅課） 

－ 

【今後の取組】 
県営住宅への優
先入居等 

県 ○定期募集住宅における入居当選率の優遇や、
連帯保証人の免除による入居における優遇
の措置を的確に実施する。 

－ 

 

（47）一時保護後のケアと自立支援 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
一時保護後のケ
アと自立支援 

県 ○女性自立支援施設や母子生活支援施設にお
いて、心理的ケアや生活支援、就労支援など
の中長期的な自立支援を実施した。 

(青少年家庭課) 

78,753 

【今後の取組】 
一時保護後のケ
アと自立支援 

県 ○一時保護所の退所時に、自立生活の準備が十
分に整っていない女性（及び同伴児）につい
ては、女性自立支援施設や母子生活支援施設
への入所を案内する。 

○女性自立支援施設、母子生活支援施設への入
所者に対しては、生活や就労の支援を行うこ
とで本人の希望に合った自立を支援すると
ともに、必要に応じて心理的ケアを行う。 

84,715 

 

（48）「安全なまちづくり推進会議」による関係機関・団体の連携 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
安全なまちづく
り推進会議」に
よる関係機関・
団体の連携 

県 ○茨城県安全なまちづくり推進会議構成機関・
団体に対し、犯罪被害者支援に関する広報啓
発を兼ねた認知度調査の実施を通して、条例
や犯罪被害者等がおかれている現状、支援の
必要性、二次的被害について理解の促進に努
めた。          (生活文化課) 

－ 

【今後の取組】 
安全なまちづく
り推進会議」に
よる関係機関・
団体の連携 

県 

○上記に同じ － 
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（49）犯罪被害給付制度、国外犯罪被害弔慰金等支給制度の運用 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
犯罪被害給付制
度、国外犯罪被
害弔慰金等支給
制度の運用 

県 ○制度の対象となる犯罪被害者等へ漏れなく
制度の教示を実施するとともに、制度の概要
等について、犯罪被害者等に確実に教示する
など、適正な対応を行った。 

○犯罪被害者等からの申請を受理した際に、管
轄警察署や警察庁と連携、確認を図り、適正
な裁定手続きを行った。 (警務課) 

－ 

【今後の取組】 
犯罪被害給付制
度、国外犯罪被
害弔慰金等支給
制度の運用 

県 

○上記に同じ － 

 
（50）犯罪被害者週間に合わせた集中的な広報啓発活動 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
犯罪被害者週間
に合わせた集中
的な広報啓発活
動 

県 ○犯罪被害者週間において、各機関・団体と協
力の上、街頭キャンペーンを実施するととも
に、SNSなどで被害者週間の活動状況を幅広
く広報し、理解促進を図った。 

○警察庁職員を講師として招き、県被害者支援
連絡協議会を開催し、実施結果のプレスリリ
ースを通じて、効果的な広報活動を行った。 

○市町村や地区連絡協議会に対して、本週間に
おける広報啓発活動を推進するよう依頼し
た。 

(生活文化課、警務課) 

－ 
(生活文化課) 

102 
(警務課) 

【今後の取組】 
犯罪被害者週間
に合わせた集中
的な広報啓発活
動 

県 ○犯罪被害者週間において、各機関・団体と協
力の上、街頭キャンペーンを実施するととも
に、SNSなどで被害者週間の活動状況を幅広
く広報する。 

○市町村や地区連絡協議会に対して、本週間に
おける広報啓発活動を推進するよう依頼す
る。 

－ 
(生活文化課) 

102 
(警務課) 

  
（51）犯罪被害者等を講師とした講演会の開催 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
犯罪被害者等を
講師とした講演
会の開催 

県 ○県内の中学生、高校生を対象に犯罪被害者等
による講演会を開催し、体験談を通じて、命
の大切さや犯罪被害者等の置かれている状
況を学ぶとともに、被害者にも加害者にもな
らないための意識の醸成を図った。 

［開催校数］県内 5校 
(警務課) 

120 

【今後の取組】 
犯罪被害者等を
講師とした講演
会の開催 

県 

○上記に同じ 120 
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（52）「命の大切さを学ぶ教室」の開催 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
「命の大切さを
学ぶ教室」の開
催 

県 ○県内の中学校、高等学校等に警察職員を講師
として派遣し、命の大切さ、犯罪被害者等が
置かれた状況について理解を深めるととも
に、いじめや暴力の根絶に向けた意識の醸成
を図ることができた。 

［開催校数］県内 15校 
                     (警務課) 

－ 

【今後の取組】 
「命の大切さを
学ぶ教室」の開
催 

県 

○上記に同じ － 

 
（53）子どもと保護者を対象とした非行防止教室 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
子どもと保護者
を対象とした非
行防止教室 

県 ○県内の小学生、中学生、高校生及びそれらの
保護者を対象として、非行防止教室等を開催
し、少年の非行及び犯罪被害の防止を図っ
た。  

［非行防止教室等の開催状況］ 
・小学校 381回   受講者数 48,066人 
・中学校 202回   受講者数 47,203人 
・高等学校 120回 受講者数 33,670人 
（いずれの受講者数も保護者を含む） 

                 (人身安全少年課） 

－ 

【前年度の実施状況及び成果】 
子どもと保護者
を対象とした非
行防止教室 

県 

○上記に同じ － 

 

（54）高等学校等への出前講座 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
高等学校等への
出前講座 

県 ○県内高等学校、専門学校、大学の生徒・学生
を対象にデート DV 防止啓発の出前講座を実
施し、若年層への意識啓発に努めた。 

［高等学校等への出前講座実績］ 
県内 14校、2,060名参加 

(青少年家庭課) 

243 

【今後の取組】 
高等学校等への
出前講座 

県 
○上記に同じ 246 
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（55）人権啓発推進センターによる啓発活動 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
人権啓発推進セ
ンターによる啓
発活動 

県 ○企業や団体等の研修への講師派遣や、面談・
電話による人権相談を行い、人権を尊重し合
う社会とするための啓発に努めた。  

［講師派遣件数］ 50件（受講者：3,270人） 
［相談件数］   93件 

  (福祉政策課) 

－ 

【今後の取組】 
人権啓発推進セ
ンターによる啓
発活動 

県 

○上記に同じ － 

 
 

（56）「女性に対する暴力をなくす運動」期間における集中的な啓発 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
「女性に対する
暴力をなくす運
動」期間におけ
る集中的な啓発 

県 ○「女性に対する暴力をなくす運動」期間中の
パープルライトアップの実施や男女共同参
画・女性に対する暴力をなくす運動に関する
パネル展を実施し、女性に対する暴力の根絶
に向けた県民の意識啓発に努めた。 

(女性活躍・県民協働課) 

－ 

【今後の取組】 
「女性に対する
暴力をなくす運
動」期間におけ
る集中的な啓発 

県 

○上記に同じ 
(多様性社会推進課) － 

 

（57）児童虐待防止推進キャンペーンにおける啓発 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
児童虐待防止推進
キャンペーンにお
ける啓発 

県 ○オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペ
ーン」として、ライトアップ等の取組を実施。 

○11 月の「児童虐待防止推進キャンペーン」
を中心とする啓発ポスター等の配付、各種広
報媒体を活用した啓発を行った。 

(青少年家庭課) 

－ 

【前年度の実施状況及び成果】 
児童虐待防止推進
キャンペーンにお
ける啓発 

県 

○上記に同じ － 
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（58）各種広報媒体を活用した犯罪被害者等支援施策に関する啓発活動 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
各種広報媒体を活
用した犯罪被害者
等支援施策に関す
る啓発活動 

県 ○各種イベントや SNS、市町村広報紙を活用
し、県民に対して犯罪被害者等支援施策に関
する広報啓発活動を実施した。 

              (警務課) 
334 

【今後の取組】 
各種広報媒体を活
用した犯罪被害者
等支援施策に関す
る啓発活動 

県 

○上記に同じ 334 

 
 

（59）性暴力被害者サポートネットワーク茨城の広報 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城の広報 

県 ○SNSやホームページ、県広報紙による相談窓
口の周知のほか、広報用カードやチラシ、リ
ーフレットを作成し、県内中高生や小学生の
保護者、関係機関等に配布。 

○性暴力被害者に係る相談支援窓口や性暴力
とは何かに関する啓発動画を４本作成し、
SNSやホームページでの広報啓発を実施。 

○犯罪被害者支援に関する認知度調査を実施。 
・延べ 119万人を対象に広報啓発を兼ねて実
施し、85,336人から有効回答あり。 

［認知度実績］ 
・茨城県犯罪被害者等支援条例の認知度：17.5％ 
・いばらき被害者支援センターの認知度：20.7% 
・性犯罪・性暴力被害相談窓口の認知度：23.1％ 

 (生活文化課) 

2,005 

(生活文化課) 

○各種イベントや SNS、市町村広報紙を活用
し、県民に対して支援施策に関する広報啓発
活動を行った。 

              (警務課) 

83 

(警務課) 

【今後の取組】 
性暴力被害者サ
ポートネットワ
ーク茨城の広報 

県 
○上記に同じ 

4,374 

(生活文化課) 

○上記に同じ 
66 

(警務課) 
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（60）道徳教育の充実 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
道徳教育の充実 

県 ○児童生徒への「命の尊さ」に関する内容項目
の授業及び指導者対象の研修会を通して道
徳教育の推進を図り、児童生徒への理解を深
めた。 

［授業及び指導者対象の研修会の開催状況］ 
・道徳教育推進教師に対する研修の実施 
（義務：２回、高校：３回） 
・「生命の尊さ」に関する内容項目にせまる授
業を 100％実施。 

・特別支援において、道徳教育全体計画の見直
し、改善を通した道徳教育を推進。 

（義務教育課、高校教育課、特別支援教育課） 

1,338 
(義務教育課) 

897 
(高校教育課) 

－ 
(特別支援教育課) 

【今後の取組】 
道徳教育の充実 

県 

○上記に同じ 

1,338 
(義務教育課) 

897 
(高校教育課) 

－ 
(特別支援教育課)  

 

（61）学校における犯罪被害者等支援に関する教育 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 

学校における犯
罪被害者等支援
に関する教育 

県 ○児童生徒を犯罪の被害から守るため、防犯教
室指導者講習会及び情報モラルに関する講
習会を開催し、小学校・中学校・高等学校・
特別支援学校に勤務している学校安全担当
者の資質向上を図るとともに、各学校におけ
る防犯教室や情報モラル講習会の内容の充
実を図った。 

（保健体育課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課） 

92 
(保健体育課) 

－ 
(義務教育課、
高校教育課、
特別支援教育課) 

○防犯教育を実施した私立学校に対し「経常
費補助金（特別分）」の増額措置を実施し、
生徒等の犯罪被害の未然防止を図った。 

［防犯教育実施校数］ 
高等学校：20/27校 中等教育学校：1/3校 

 中学校：5/10校    小学校：6/7校 
(私学振興室) 

 21,591  
(私学振興室) 

【今後の取組】 
学校における犯
罪被害者等支援
に関する教育 

県 

○上記に同じ 
(保健体育課、生徒支援・いじめ対策推進室、特別支援教育課） 

94 
(保健体育課) 

－ 

(生徒支援・いじめ
対策推進室、特別
支援教育課) 

○上記に同じ 
21,393 

(私学振興室)  
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（62）性に関する講演会等の開催 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度最終予算額 
［千円］ 

今年度当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
性に関する講演
会等の開催 

県 ○専門家を招いた「性に関する講演会」を多く
の学校で開催した。 

［公立学校における実施率］ 
・小学校 70.2%、中学校 99.6%、高等学校 100% 

(保健体育課) 

－ 

【今後の取組】 
性に関する講演
会等の開催 

県 ○外部講師を招いた講演会を開催し、生徒に
「性」に関する正しい知識を習得させるとと
もに、「自分や他者を尊重し、相手を思いや
る心」を育てる。 

－ 

 

（63）心の教育・人権教育の推進 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 
［千円］ 
今年度 

当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実施状況及び成果】 
心の教育・人権
教育の推進 

県 ○心の教育、人権教育を実施する私立学校に対
し「経常費補助金（特別分）」の増額措置を
実施し、人権意識の向上を促した。 

［人権教育実施校数］ 
高等学校：26/27校 
（うち「生命の安全教育」実施校は 10校） 

 中等教育学校：3/3校 
（うち「生命の安全教育」実施校は 1校） 

 中学校：8/10校 
（うち「生命の安全教育」実施校は 2校） 

 小学校：6/7校 
（うち「生命の安全教育」実施校は 0校） 

(私学振興室) 

64,774 

【今後の取組】 
心の教育・人権
教育の推進 

県 
○上記に同じ 64,179 

 


